
 

日本線虫学会会則 

 

第１章 総則 

第１条（名称） 

本会は日本線虫学会(Japanese Nematological Society)と称する。 

   

第２条（目的） 

本会は線虫学の進歩及び普及を図ることを目的とする。 

 

第３条（事業） 

本会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 （１）学会誌及びその他出版物の刊行 

 （２）講演会及び研究会の開催 

 （３）その他、会の目的を達成するために必要な事業 

 

第４条（事務局） 

本会に事務局を置く。所在地は別に定める。 

 

第２章 会員 

第５条（会員の種類） 

本会の会員は、正会員、団体会員、賛助会員及び名誉会員とする。 

２ 正会員は、本会の目的に賛成して入会した個人とする。 

３ 団体会員は、本会の発行する会誌を定期的に購読する大学、地方自治体、法人

等の団体とする。 

４ 賛助会員は、本会の目的に賛成し、本会の事業を維持・推進するために経済的

に支援を行う個人または団体とする。 

５ 名誉会員は、日本の線虫学および本会の発展に大きな功績があり、評議員

会により推薦され，総会において決定された個人とする。 

 

第６条（入会） 

本会に会員として入会を希望する者は、入会申込書に所定事項を記載し、会費

を添えて事務局に提出しなければならない。 

 

第７条（会費） 

会員は、別に定める所定の会費を前納しなければならない。ただし、名誉会員

には選出の翌年度から会費納入の義務はない。 



 

２ 会費を３年以上滞納した者は、会員の資格を失うことがある。 

 

第８条（権利） 

会員は次の権利を有する。ただし、団体会員及び賛助会員は以下の（２）、（３）

及び（４）を、名誉会員は以下の（４）を有しない。 

 （１）会誌及びその他の出版物の配布を受けること。 

 （２）会誌及び講演会で研究業績を発表すること。 

 （３）総会に出席し、会の運営に意見を述べること。 

 （４）役員の選挙権及び被選挙権を行使すること。 

 

第９条（退会） 

本会を退会しようとする者は、会長あて退会届を事務局に提出しなければなら

ない。 

 

第３章 役員 

第１０条（役員の種類・定員） 

本会に、次の役員を置く。 

 （１）会長１名 

 （２）評議員１０名 

 （３）事務局長１名 

 （４）幹事若干名 

 （５）会計監査２名 

 

第１１条（役員の職務） 

  役員は、以下の職務を行う。 

 （１）会長は、本会を代表し、会務を統括する。 

 （２）評議員は、評議員会を構成し、会の運営に関する重要事項を評議する。 

 （３）事務局長は、本会の事務局を代表し、事務局の業務を統括する。 

 （４）幹事は、それぞれ、庶務、会計、広報及び編集の業務を担当する。 

（５）会計監査は、本会の会計を監査する。 

 

第１２条（役員の任期及び決定） 

  役員の任期は、２年とする。ただし、役員は、その任期終了後でも、後任者が

就任するまでは、なお、その職務を行う。 

２ 会長は、会員の投票によって選出する。ただし、連続して３期以上の任期を務

めることはできない。 



 

３ 評議員は、会員の投票によって選出する。 

４ 事務局長は、評議員会の承認を得て、会長が委嘱する。 

５ 幹事は、評議員会の承認を得て、会長が委嘱する。 

６ 会計監査は、評議員会で候補を選び、総会の承認を得て決定する。ただし、会

計監査は、本会の他の役員を兼務することはできない。また、連続して任期を務

めることはできない。 

 

第１３条（役員の補充） 

  選挙によって選出された役員に欠員を生じた場合は、評議員会に諮り、選挙の

次点者をもって補充する。ただし、補充された役員は、その直後の総会で承認を

受けるものとする。補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 会長に事故ある場合、評議員会は、評議員の中から会長代理を選出することが

できる。 

 

第４章 機関 

第１４条（総会） 

  総会は、本会の最高議決機関であり、事業計画・収支予算、事務報告・収支決

算、会則の改廃、その他評議員会で必要と認めた事項等重要事項を審議・決定す

る。 

 

第１５条（評議員会） 

  本会に、予算、決算、事業計画、その他の重要な会務を評議する評議員会を置

く。 

２ 評議員会は、会長及び評議員で構成する。 

３ 評議員会は、会長が招集し、議長は会長がこれを務める。 

４ 評議員会は、委任状を含め、構成員の２分の１以上の出席がなければ議決する

ことはできない。 

５ 評議員会における議決は、出席者の過半数による。可否同数の場合は、議長の

決するところによる。 

６ 緊急を要する案件については、評議員全員の賛同を得た場合に限り、評議員会

の開催によらず、これに代わる連絡文書による投票で議決することができる。な

お、議決の方法は評議員会に準ずる。 

 

第１６条（委員会） 

  本会に次の委員会を置く。 

 （１）編集委員会 



 

 （２）選挙管理委員会 

 （３）その他評議員会が必要と認めた委員会 

 

第１７条（編集委員会） 

  編集委員会は、別に定める規定に従って、会誌その他出版物の編集を担当する。 

 

第１８条（選挙管理委員会） 

  選挙管理委員会は、別に定める規定に従って、役員選挙の業務を担当する。 

 

第５章 会計 

第１９条（経費） 

  本会の事業遂行に要する経費は、会費その他の収入をもってこれに充てる。 

 

第２０条（事業計画及び収支予算） 

  本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎会計年度開始前に会長が編成し、

評議員会の承認及び総会の議決を経て執行する。事業計画及びこれに伴う収支予

算を変更した場合も同様とする。 

 

第２１条（事業報告及び収支決算） 

  本会の収支決算は、毎年度終了後に会長が作成し、事業報告とともに会計監査

の意見をつけて、評議員会及び総会の承認を得る。 

 

第２２条（会計年度） 

  本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

 

第６章 会則の改廃 

第２３条（会則の改廃） 

  この会則の改廃は、総会における出席会員の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

第７章 雑則 

第２４条（諸規定） 

  この会則に定めるもののほか、会の運営上必要な事項は、別に定める。 

 

付則 

 

本学会を１９７１年４月７日から発足する。 



 

この会則は２０００年１月１日から施行する。 

１９７１年４月７日制定 

１９７３年４月４日一部改正 

１９８０年４月４日一部改正 

１９８２年４月３日一部改正 

１９９２年９月２９日改正 

１９９９年９月９日一部改正 

２００２年１０月１０日一部改正 

２００９年９月３日一部改正 

２０２０年１１月１８日一部改正 

２０２１年１１月５日一部改正 

 


